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◆ 財政シミュレーション 

 

相模原市、城山町、津久井町、相模湖町の１市３町が、将来、単独で財政運

営を行う場合（合併しない場合）と合併して一つの自治体として財政運営を行

う場合（合併する場合）のそれぞれについて財政シミュレーションを行う。 

 

１ 基本的な考え方 

（１）シミュレーションの基礎となる数値と考え方 

ア 各市町の平成 15 年度決算額を使用して推計する。 

イ 各市町の人口推計を行い、これを基に税収見込みなどを推計する。 

ウ 各市町の歳入歳出の実績値（平成 11 年度から 15 年度）を参考に、

「平均増減率」などで推計する。 

エ ある年度だけの特殊要因による数値は除外して推計する。 

オ 現行の制度が変わらないものとして推計する。 

 

（２）推計対象とする会計 

一般会計を対象とする。 

 

（３）推計期間 

平成 18 年度から 37 年度までの 20 年間とする。 
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２ 財政シミュレーションの方法（条件設定） 

 

  （１）歳入 

① 市町村税  

 個人住民税 生産年齢人口に連動すると考えられることから、生産

年齢人口（15～64 歳人口）の増減により推計する。 

法人住民税 県の直近 3 年間の平均伸び率を用いて推計する。 

固定資産税 土地、家屋、償却資産及び交付金等相当分について、

実績の増減率により推計する。なお、合併する場合は、

城山町の土地について宅地並み課税分を見込む。 

事業所税 実績の増減率により推計する。なお、合併する場合は

津久井郡３町分を見込む。 

都市計画税 相模原市分と城山町分について、それぞれ実績の増減

率により推計する。なお、合併する場合は城山町宅地並

み課税分を見込む。 

その他  

軽自動車税 人口の増減により推計する。 

市町村たばこ税 実績の増減率により推計する。 

 

② 地方譲与税・交付金 実績の増減率、人口の増減等により推計する。 

 

③ 地方交付税(1)  

普通交付税 三位一体改革で地方交付税は削減の方向であるが、平

成 16 年度は対前年度比 6.5％マイナスとなっており、

これ以上の削減がされた場合、税源移譲がない限り地方

財政が成り立たない。そこで、16 年度の実績値が継続

するものと仮定する。なお、合併する場合は、合併算定

替を適用し、合併補正（5 ヵ年で 30 億円）を加算する

とともに、合併特例債償還金相当額の 70％を普通交付

税に見込む。 

特別交付税 各年度の全国的な状況（災害の発生状況など）によっ

て、増減するので、平成 11 年度から 15 年度までの数値

のうち最も少ない額で継続するものとして推計する。な

お、合併する場合は、特別交付税措置（3 ヵ年で 6.5 億

円）を見込む。 
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④ 地方交付税(2) 平成 13 年度から地方財政の不足を補うために臨時財

政対策債が発行されている。 

この元利償還金は普通交付税を算出する際の基準財

政需要額に算入されることになっており、この欄には元

利償還金相当額が普通交付税として交付されるものと

してその額を記載している。 

また、臨時財政対策債は平成 18 年度をもって終了す

るが、19 年度以降、これに代わる財源措置がないと地

方財政が成り立たない。そこで、19 年度以降は、臨時

財政対策債相当額が交付税として措置されるものとし

てその額を加算している。 

 

⑤ 国・県支出金 国・県支出金のうち、扶助費相当分は扶助費の増加に

伴い国・県より支出されるため、扶助費推計値に連動さ

せて推計する。扶助費相当分以外は、年度ごとの増減が

大きいため、平成 15 年度決算額で継続するものとして

推計する。 

 

⑥ 地方債 地方債は建設事業に対して使われるため、投資的経費

に占める地方債発行額の割合を基に推計する（平成 18

年度は臨時財政対策債を含む）。なお、合併する場合は、

合併特例債を「発行しない場合」、「起債可能額の 50％

を発行する場合」、「起債可能額の 100％を発行する場

合」の 3 パターンで推計し、発行する場合は、発行予定

額を 10 年間毎年計上することとする。 

 

⑦ その他 繰入金、繰越金のほか、合併する場合は、旧津久井郡

広域行政組合に関わる歳入や中核市移行等に伴う歳入、

事務事業の一元化に伴う財政への影響額を見込む。 
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  （２）歳出 

① 人件費 首長などの特別職は平成 15 年度実績値で推計する。

議員報酬は 15 年度実績値で推計する。なお、合併す

る場合は、合併特例法の定数特例を適用するものと仮定

して推計する。 

一般職の給与は、各市町の定員管理計画を反映させ

る。なお、合併する場合は、３町の区域が中核市の区域

となることなどによる事務の増加に伴い職員の増加が

予想されるが、合併によるスケールメリットにより、総

務・企画部門の職員数を減少させることができると仮定

して推計する。また、旧津久井郡広域行政組合の人件費

分を見込む。 

  

② 扶助費 全国の増加率により推計する。 

 

③ 公債費 地方債の償還計画を基に推計する。なお、合併する場

合は、合併特例債の償還を見込む。 

 

④ 物件費 実績の増減率により推計する。なお、合併する場合は、

類似団体程度まで削減すると仮定して推計する。 

 

⑤ 補助費等 実績の増減率により推計する。なお、合併しない場合

は、津久井郡広域行政組合の負担金を含む。 

 

⑥ 投資的経費 平成11年度から15年度までの数値のうち最も少ない

額で継続するものとして推計する。（ただし、特殊要因

による数値は除外）また、大規模事業のうち実施時期が

明らかなものについては事業費の予想額を加算する。 

 

⑦ その他 維持補修費や積立金のほか、合併する場合は、旧津久

井郡広域行政組合に関わる歳出や中核市移行等に伴う

歳出、事務事業の一元化に伴う財政への影響額を見込

む。 
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３ 用語解説 

 

  （１）歳入 

・市町村税 

（市税・町税） 

地方税のうち市町村に属する税金で、市町村民税（個

人、法人）、固定資産税（土地、家屋、償却資産、交付金

等相当分）、事業所税、都市計画税、軽自動車税、市町村

たばこ税などがある。 

 

・地方譲与税・交付金 本来地方税として徴収するべきであるが、徴収の困難

さや税源の偏在などの理由により、国がいったん国税と

して徴収し、一定の基準に従って市町村に譲与するもの。

地方道路譲与税、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交

付金、自動車取得税交付金などがある。 

 

・普通交付税 国が徴収した税（所得税、法人税、酒税、消費税、た

ばこ税）の一定割合を地方公共団体（都道府県・市町村）

に配分するもの。地方公共団体間の財源の不均衡を調整

し、どの地方公共団体においても住民が標準的な水準の

行政サービスを受けられるようにするという機能を持っ

ている。 

基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団

体に対して交付される。 

  

・基準財政収入額 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体

の財政力を合理的、かつ、客観的に測定するために、標

準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方

法によって算出した額。 

  

・基準財政需要額 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体

が合理的、かつ、妥当な水準の行政を行い、又は施設を

維持するための財政需要を一定の方法によって合理的、

かつ、客観的に算定した一般財源の額。 

  

・特別交付税 普通交付税の機能を補完するための制度で、普通交付

税で捕捉されない特別の財政需要に対し交付される。例

として災害など突発的で影響が大きいものが対象とされ

る。 
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・国・県支出金 国、県から市町村に対して支出される負担金、補助金、

委託金、交付金。 

 

・地方債(市債・町債) 市町村が主に道路やごみ処理施設、学校などの施設整

備の際に国や民間金融機関などから長期的に借り入れる

資金のこと。 

  

・合併特例債 合併後の新市が新市建設計画に基づいて行う一定の事

業に要する経費や、地域振興のための基金の積立てに要

する経費について、合併年度及びこれに続く 10 年度に限

り地方債（合併特例債）を財源とすることができる。合

併特例債は、事業費の 95％に充当することができ、元利

償還金の 70％が普通交付税の基準財政需要額に算入され

る。 

 

  

・臨時財政対策債 平成 13 年度の地方財政対策において、地方財源の不足

に対処するため、平成 13 年度から 15 年度までの 3 年間、

地方債を各市町村において発行することとされたもので

あり、この元利償還金は基準財政需要額に算入されるこ

とになっている。なお、臨時財政対策債は、16 年度から

18 年度までの 3 年間についても発行することとされた。
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  （２）歳出 

・人件費 特別職、議員及び一般職の給与、手当、共済費、退職

金等の経費。 

  

・扶助費 社会保障制度の一環として、被扶助者に対して支給さ

れる経費。生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等の法

令に基づくもののほか、市町村単独の施策として行う経

費も含まれる。 

 

・公債費 地方債の元利償還金や利子の支払いに要する経費。 

 

・物件費 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の市町村

が支出する消費的経費の総称。賃金、旅費、交際費、需

用費、役務費、備品購入費、委託料、使用料及び賃借料

などが含まれる。 

 

・補助費等 様々な団体への補助金、負担金、報償費、寄附金など

の経費。 

 

・投資的経費 道路、学校、住宅等の建設等行政水準の向上に直接寄

与する普通建設事業費や災害復旧事業費などの経費。 
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４ 財政シミュレーションのパターン 

 

（１）合併しない場合 

 
① 相模原市 

② 城山町 

③ 津久井町 

④ 相模湖町 

⑤ １市３町単純合計 

 

（２）合併する場合 

 
① 新市（合併特例債発行なし） 

② 新市（合併特例債 50%発行） 

③ 新市（合併特例債 100%発行） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（財政シミュレーションをご覧いただく際の留意点） 

○ この財政シミュレーションは、様々な仮定の積み重ねの上に行ったもので

す。（詳細の条件設定は、65 ページから 67 ページを参照して下さい。） 

○ 財政シミュレーションは、財政制度の変更や社会経済状況の変化により、

大きな影響を受けます。（特にいわゆる三位一体の改革による地方交付税

制度の変更や扶助費の動向の変化） 

○ 今回のシミュレーションは、都市経営の視点から実施したものではなく､１

市３町共通の考え方で条件設定をしていますので､個々の市町の実際の行

政運営とは異なります｡ 

○ 投資的経費をどのように設定するかで､財政運営は大きく異なります｡ 

○ 「合併する場合」には、投資的経費と形式収支のプラスの分を合わせた中

でまちづくりの将来ビジョンを実現するための様々な施策を実施していく

ことが可能となります。 

○ 表内の数値は、百万円未満を四捨五入していますので、個々の費目を積み

上げた数値と合計が合わない場合があります。 
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５ 財政シミュレーション結果 

 

（１）合併しない場合 

①相模原市 
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形式収支(右軸)
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1,000 億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

（単位：百万円）

歳入 市税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 市債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９２,５６３ １４,４３６ ５１８ ９３９ ２９,２１５ １９,１１６ ２０,５３８ １７７,３２６
平成１９年度 ９２,１２１ １４,４４９ ５１８ ７,７１７ ２９,８４８ １２,９３０ ２０,５３８ １７８,１２１
平成２０年度 ９１,６９７ １４,４６３ ５１８ ８,０２３ ３０,４６０ １２,９２０ ２０,５３８ １７８,６２０
平成２１年度 ９１,２４３ １４,４７３ ５１８ ８,３３０ ３１,０４８ １２,９０８ １９,５３８ １７８,０５８
平成２２年度 ９０,８４７ １４,４８７ ５１８ ８,６３７ ２６,８５４ ９,３１０ １８,１２６ １６８,７８０
平成２３年度 ９０,５７３ １４,５１４ ５１８ ８,６３７ ２７,３７９ ９,３０７ １７,７４８ １６８,６７６
平成２４年度 ９０,２６６ １４,５３６ ５１８ ８,６３７ ２７,８６６ ９,３０２ １７,５３８ １６８,６６３
平成２５年度 ８９,７４７ １４,５３５ ５１８ ８,６３７ ２８,３１１ ９,２８７ １７,５３８ １６８,５７２
平成２６年度 ８９,２４１ １４,５３５ ５１８ ８,６３７ ２８,７０９ ９,２７２ １７,５３８ １６８,４４９
平成２７年度 ８８,７２９ １４,５３２ ５１８ ８,６３７ ２９,０５８ ９,２５６ １７,５３８ １６８,２６９
平成２８年度 ８８,３３３ １４,５４１ ５１８ ８,６３７ ２９,３５４ ９,２４７ １７,５３８ １６８,１６８
平成２９年度 ８７,９７８ １４,５５３ ５１８ ８,６３７ ２９,５９５ ９,２３９ １７,５３８ １６８,０５７
平成３０年度 ８７,６４４ １４,５６６ ５１８ ８,６３７ ２９,７７８ ９,２３２ １７,５３８ １６７,９１２
平成３１年度 ８７,３５９ １４,５８３ ５１８ ８,６３７ ２９,９００ ９,２２７ １７,５３８ １６７,７６３
平成３２年度 ８７,１２４ １４,６０４ ５１８ ８,６３７ ２９,９６２ ９,２２５ １７,５３８ １６７,６０８
平成３３年度 ８６,８８７ １４,６１６ ５１８ ８,６３７ ２９,９６２ ９,２２３ １７,５３８ １６７,３８１
平成３４年度 ８６,６５７ １４,６２７ ５１８ ８,４７２ ２９,９６２ ９,２２１ １７,５３８ １６６,９９５
平成３５年度 ８６,４４６ １４,６３２ ５１８ ８,１３７ ２９,９６２ ９,２２０ １７,５３８ １６６,４５４
平成３６年度 ８６,２０８ １４,６５５ ５１８ ７,４６６ ２９,９６２ ９,２１７ １７,５３８ １６５,５６３
平成３７年度 ８５,９４２ １４,６７６ ５１８ ７,０３５ ２９,９６２ ９,２１３ １７,５３８ １６４,８８５

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ３６,０６２ ２７,９５２ １８,５２３ ２２,１６４ ７,９９２ ３０,１０４ ２９,７４５ １７２,５４１ １７７,３２６ ４,７８５
平成１９年度 ３６,０６２ ２９,１４９ １８,５６２ ２２,０９４ ７,８２９ ３０,１０４ ２９,６８１ １７３,４８１ １７８,１２１ ４,６４０
平成２０年度 ３６,１３２ ３０,３０８ １８,６４１ ２２,０２５ ７,６７０ ３０,１０４ ２９,４３１ １７４,３１１ １７８,６２０ ４,３０８
平成２１年度 ３６,５００ ３１,４２１ １９,０２７ ２１,９５５ ７,５１４ ３０,１０４ ２８,８７１ １７５,３９２ １７８,０５８ ２,６６６
平成２２年度 ３６,６４４ ３２,４７８ １９,２９９ ２１,８８７ ７,３６２ ２２,８２３ ２８,２８７ １６８,７８０ １６８,７８０ ０
平成２３年度 ３６,１８７ ３３,４７１ ２０,０９４ ２１,８１８ ７,２１２ ２２,８２３ ２８,３６９ １６９,９７４ １６８,６７６ -１,２９８
平成２４年度 ３６,２６１ ３４,３９３ ２０,３５８ ２１,７４９ ７,０６６ ２２,８２３ ２８,４５１ １７１,１０１ １６８,６６３ -２,４３８
平成２５年度 ３６,１９４ ３５,２３４ ２０,３７８ ２１,６８１ ６,９２２ ２２,８２３ ２８,５３４ １７１,７６７ １６８,５７２ -３,１９５
平成２６年度 ３６,６９８ ３５,９８９ １９,２８０ ２１,６１３ ６,７８１ ２２,８２３ ２８,６１７ １７１,８０２ １６８,４４９ -３,３５３
平成２７年度 ３６,８０１ ３６,６４９ １７,８４７ ２１,５４５ ６,６４４ ２２,８２３ ２８,７０１ １７１,０１０ １６８,２６９ -２,７４１
平成２８年度 ３７,１９８ ３７,２１０ １７,４６７ ２１,４７７ ６,５０９ ２２,８２３ ２８,７８４ １７１,４６９ １６８,１６８ -３,３０１
平成２９年度 ３６,４０１ ３７,６６５ １６,５２６ ２１,４１０ ６,３７６ ２２,８２３ ２８,８６８ １７０,０６９ １６８,０５７ -２,０１２
平成３０年度 ３６,０６２ ３８,０１１ １６,２１７ ２１,３４３ ６,２４７ ２２,８２３ ２８,９５２ １６９,６５５ １６７,９１２ -１,７４３
平成３１年度 ３６,１８４ ３８,２４３ １５,７１２ ２１,２７６ ６,１２０ ２２,８２３ ２９,０３６ １６９,３９４ １６７,７６３ -１,６３２
平成３２年度 ３６,１３５ ３８,３６０ １５,１３５ ２１,２０９ ５,９９５ ２２,８２３ ２９,１２１ １６８,７７９ １６７,６０８ -１,１７０
平成３３年度 ３６,０６２ ３８,３６０ １５,３３２ ２１,１４２ ５,８７４ ２２,８２３ ２９,２０５ １６８,７９９ １６７,３８１ -１,４１８
平成３４年度 ３６,０６２ ３８,３６０ １５,０２６ ２１,０７６ ５,７５４ ２２,８２３ ２９,２９０ １６８,３９２ １６６,９９５ -１,３９７
平成３５年度 ３６,０６２ ３８,３６０ １４,６１８ ２１,０１０ ５,６３７ ２２,８２３ ２９,３７５ １６７,８８７ １６６,４５４ -１,４３３
平成３６年度 ３６,０６２ ３８,３６０ １３,７３４ ２０,９４４ ５,５２３ ２２,８２３ ２９,４６１ １６６,９０７ １６５,５６３ -１,３４４
平成３７年度 ３６,０６２ ３８,３６０ １３,１０１ ２０,８７８ ５,４１１ ２２,８２３ ２９,５４７ １６６,１８２ １６４,８８５ -１,２９７
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②城山町 
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10歳出合計(左軸)

歳入合計(左軸)

形式収支(右軸)
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40 億円
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億円
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60 億円

億円

億円

（単位：百万円）

歳入 町税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 町債 その他 歳入合計

平成１８年度 ３,０５２ ５７８ ６２４ ５５ ５２０ ４６８ ８０４ ６,１０１
平成１９年度 ３,０３１ ５７２ ６２４ ５００ ５３０ ６０ ８０４ ６,１２１
平成２０年度 ３,００５ ５６６ ６２４ ５２０ ５３９ ５９ ８０４ ６,１１８
平成２１年度 ２,９７９ ５６０ ６２４ ５４０ ５４８ ５８ ８４２ ６,１５２
平成２２年度 ２,９５７ ５５５ ６２４ ５６１ ５５６ ５８ ８７１ ６,１８２
平成２３年度 ２,９４０ ５５０ ６２４ ５６１ ５６４ ５８ ９０８ ６,２０４
平成２４年度 ２,９２０ ５４５ ６２４ ５６１ ５７２ ５７ ８２３ ６,１０３
平成２５年度 ２,８９２ ５４０ ６２４ ５６１ ５７８ ５６ ８６２ ６,１１３
平成２６年度 ２,８６３ ５３４ ６２４ ５６１ ５８４ ５５ ８７２ ６,０９４
平成２７年度 ２,８３５ ５２８ ６２４ ５６１ ５９０ ５５ ８９５ ６,０８７
平成２８年度 ２,８１３ ５２３ ６２４ ５６１ ５９４ ５４ ９３５ ６,１０４
平成２９年度 ２,７９２ ５１８ ６２４ ５６１ ５９８ ５３ ９８０ ６,１２６
平成３０年度 ２,７７９ ５１４ ６２４ ５６１ ６０１ ５３ １,００７ ６,１３８
平成３１年度 ２,７６４ ５０９ ６２４ ５６１ ６０３ ５３ ８４０ ５,９５４
平成３２年度 ２,７５０ ５０５ ６２４ ５６１ ６０４ ５３ ８０４ ５,９００
平成３３年度 ２,７４０ ５０１ ６２４ ５６１ ６０４ ５２ ８０４ ５,８８６
平成３４年度 ２,７３１ ４９７ ６２４ ５５２ ６０４ ５２ ８０４ ５,８６５
平成３５年度 ２,７２２ ４９３ ６２４ ５３４ ６０４ ５２ ８０４ ５,８３４
平成３６年度 ２,７１３ ４９０ ６２４ ４９３ ６０４ ５２ ８０４ ５,７８０
平成３７年度 ２,７０５ ４８６ ６２４ ４６５ ６０４ ５２ ８０４ ５,７４０

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 １,８０４ ３４９ ４１５ １,０４６ １,２０９ ３７６ ８９１ ６,０９０ ６,１０１ １１
平成１９年度 １,７９４ ３６４ ４６８ １,０５６ １,１２７ ３７６ ９０８ ６,０９３ ６,１２１ ２８
平成２０年度 １,７９４ ３７８ ４５４ １,０６６ １,１３５ ３７６ ８９８ ６,１０１ ６,１１８ １７
平成２１年度 １,７９４ ３９２ ４６３ １,０７６ １,１７０ ３７６ ８８１ ６,１５２ ６,１５２ ０
平成２２年度 １,７９４ ４０６ ４０８ １,０８７ １,２３０ ３７６ ８８２ ６,１８２ ６,１８２ ０
平成２３年度 １,７９４ ４１８ ３６２ １,０９７ １,２７６ ３７６ ８８２ ６,２０４ ６,２０４ ０
平成２４年度 １,７９４ ４３０ ３３３ １,１０８ １,１８０ ３７６ ８８２ ６,１０３ ６,１０３ ０
平成２５年度 １,７９４ ４４０ ３１１ １,１１８ １,１９２ ３７６ ８８３ ６,１１３ ６,１１３ ０
平成２６年度 １,７９４ ４４９ ２７０ １,１２９ １,１９２ ３７６ ８８３ ６,０９４ ６,０９４ ０
平成２７年度 １,７９４ ４５８ ２４３ １,１４０ １,１９３ ３７６ ８８４ ６,０８７ ６,０８７ ０
平成２８年度 １,７９４ ４６５ ２４１ １,１５１ １,１９４ ３７６ ８８４ ６,１０４ ６,１０４ ０
平成２９年度 １,７９４ ４７０ ２４５ １,１６２ １,１９４ ３７６ ８８５ ６,１２６ ６,１２６ ０
平成３０年度 １,７９４ ４７５ ２４０ １,１７４ １,１９５ ３７６ ８８５ ６,１３８ ６,１３８ ０
平成３１年度 １,７９４ ４７８ ２３２ １,１８５ １,１９６ ３７６ ８８５ ６,１４６ ５,９５４ -１９２
平成３２年度 １,７９４ ４７９ ２１８ １,１９６ １,１９７ ３７６ ８８６ ６,１４６ ５,９００ -２４６
平成３３年度 １,７９４ ４７９ ２０１ １,２０８ １,１９７ ３７６ ８８６ ６,１４２ ５,８８６ -２５５
平成３４年度 １,７９４ ４７９ １９３ １,２２０ １,１９８ ３７６ ８８７ ６,１４７ ５,８６５ -２８２
平成３５年度 １,７９４ ４７９ １７７ １,２３２ １,１９９ ３７６ ８８７ ６,１４４ ５,８３４ -３１０
平成３６年度 １,７９４ ４７９ １３６ １,２４３ １,２００ ３７６ ８８８ ６,１１６ ５,７８０ -３３５
平成３７年度 １,７９４ ４７９ １２７ １,２５６ １,２００ ３７６ ８８８ ６,１１９ ５,７４０ -３７９
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③津久井町 
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10歳出合計(左軸)

歳入合計(左軸)
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120 億円

60 億円
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100 億円

（単位：百万円）

歳入 町税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 町債 その他 歳入合計

平成１８年度 ３,２７５ ６４４ ９５９ ６７ ６９４ ７４２ １,３８１ ７,７６２
平成１９年度 ３,２４３ ６３５ ９５９ ６０５ ７０６ ２４８ ８５９ ７,２５５
平成２０年度 ３,２１５ ６２５ ９５９ ６３０ ７１９ ２４７ ８５９ ７,２５４
平成２１年度 ３,１７９ ６１５ ９５９ ６５４ ７３０ ２４６ ８５９ ７,２４４
平成２２年度 ３,１５０ ６０６ ９５９ ６７９ ７４２ ２４５ ８５９ ７,２４１
平成２３年度 ３,１２６ ５９８ ９５９ ６７９ ７５２ ２４４ ８５９ ７,２１８
平成２４年度 ３,０９９ ５８９ ９５９ ６７９ ７６２ ２４３ ８５９ ７,１９１
平成２５年度 ３,０６３ ５８０ ９５９ ６７９ ７７１ ２４２ ８５９ ７,１５３
平成２６年度 ３,０２８ ５７１ ９５９ ６７９ ７７９ ２４１ ８５９ ７,１１６
平成２７年度 ２,９９１ ５６１ ９５９ ６７９ ７８６ ２４０ ８５９ ７,０７５
平成２８年度 ２,９５７ ５５２ ９５９ ６７９ ７９２ ２３９ ８５９ ７,０３８
平成２９年度 ２,９２７ ５４３ ９５９ ６７９ ７９７ ２３８ ８５９ ７,００２
平成３０年度 ２,８９３ ５３４ ９５９ ６７９ ８００ ２３７ ８５９ ６,９６２
平成３１年度 ２,８６６ ５２６ ９５９ ６７９ ８０３ ２３６ ８５９ ６,９２９
平成３２年度 ２,８４３ ５１８ ９５９ ６７９ ８０４ ２３６ ８５９ ６,８９８
平成３３年度 ２,８１９ ５１２ ９５９ ６７９ ８０４ ２３５ ８５９ ６,８６７
平成３４年度 ２,７９５ ５０６ ９５９ ６６８ ８０４ ２３４ ８５９ ６,８２６
平成３５年度 ２,７７４ ５００ ９５９ ６４５ ８０４ ２３４ ８５９ ６,７７６
平成３６年度 ２,７５２ ４９５ ９５９ ５９７ ８０４ ２３３ ８５９ ６,６９９
平成３７年度 ２,７３１ ４８９ ９５９ ５６３ ８０４ ２３２ ８５９ ６,６３７

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ２,３８３ ４５０ ５０６ １,０４８ １,５３５ ８７５ １,００６ ７,８０３ ７,７６２ -４１
平成１９年度 ２,３８３ ４７０ ５５４ １,０３４ １,４３０ ８７５ ９９９ ７,７４５ ７,２５５ -４９０
平成２０年度 ２,３８３ ４８８ ５８１ １,０２１ １,４３７ ８７５ ９９２ ７,７７８ ７,２５４ -５２４
平成２１年度 ２,３８３ ５０６ ６０４ １,００７ １,５３９ ８７５ ９８５ ７,９００ ７,２４４ -６５６
平成２２年度 ２,３８３ ５２３ ６２１ ９９４ １,６４７ ８７５ ９７８ ８,０２１ ７,２４１ -７８０
平成２３年度 ２,３８３ ５３９ ５４８ ９８０ １,６０９ ８７５ ９７１ ７,９０６ ７,２１８ -６８８
平成２４年度 ２,３８３ ５５４ ５５３ ９６７ １,４８１ ８７５ ９６４ ７,７７８ ７,１９１ -５８７
平成２５年度 ２,３８３ ５６８ ５６０ ９５４ １,４９２ ８７５ ９５８ ７,７８９ ７,１５３ -６３６
平成２６年度 ２,３８３ ５８０ ５４５ ９４２ １,４９０ ８７５ ９５１ ７,７６５ ７,１１６ -６４９
平成２７年度 ２,３８３ ５９０ ５３０ ９２９ １,４８８ ８７５ ９４４ ７,７４０ ７,０７５ -６６５
平成２８年度 ２,３８３ ６００ ５０５ ９１７ １,４８６ ８７５ ９３８ ７,７０３ ７,０３８ -６６５
平成２９年度 ２,３８３ ６０７ ５０６ ９０４ １,４８４ ８７５ ９３１ ７,６９０ ７,００２ -６８８
平成３０年度 ２,３８３ ６１２ ４８０ ８９２ １,４８２ ８７５ ９２４ ７,６４９ ６,９６２ -６８７
平成３１年度 ２,３８３ ６１６ ４７８ ８８０ １,４８０ ８７５ ９１８ ７,６３０ ６,９２９ -７０１
平成３２年度 ２,３８３ ６１８ ４８９ ８６９ １,４７８ ８７５ ９１２ ７,６２３ ６,８９８ -７２５
平成３３年度 ２,３８３ ６１８ ５０３ ８５７ １,４７６ ８７５ ９０５ ７,６１７ ６,８６７ -７５０
平成３４年度 ２,３８３ ６１８ ４９９ ８４６ １,４７４ ８７５ ８９９ ７,５９４ ６,８２６ -７６８
平成３５年度 ２,３８３ ６１８ ４８１ ８３４ １,４７２ ８７５ ８９３ ７,５５６ ６,７７６ -７８０
平成３６年度 ２,３８３ ６１８ ４３７ ８２３ １,４７０ ８７５ ８８６ ７,４９３ ６,６９９ -７９４
平成３７年度 ２,３８３ ６１８ ４０２ ８１２ １,４６８ ８７５ ８８０ ７,４３８ ６,６３７ -８０１
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④相模湖町 
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（単位：百万円）

歳入 町税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 町債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９８８ ２２３ ９２０ ３５ ４０４ ２８８ ２８７ ３,１４６
平成１９年度 ９７６ ２２１ ９２０ ３１９ ４０８ ２７ ２８３ ３,１５４
平成２０年度 ９６７ ２１９ ９２０ ３３２ ４１２ ２６ ２８３ ３,１６０
平成２１年度 ９５７ ２１７ ９２０ ３４５ ４１６ ２６ ２８３ ３,１６４
平成２２年度 ９４５ ２１４ ９２０ ３５８ ４１９ ２６ ２８３ ３,１６６
平成２３年度 ９３６ ２１２ ９２０ ３５８ ４２２ ２６ ２８３ ３,１５８
平成２４年度 ９２７ ２１０ ９２０ ３５８ ４２５ ２６ ２８３ ３,１４９
平成２５年度 ９１３ ２０７ ９２０ ３５８ ４２８ ２５ ２８３ ３,１３４
平成２６年度 ９００ ２０４ ９２０ ３５８ ４３１ ２５ ２８３ ３,１２０
平成２７年度 ８８４ ２００ ９２０ ３５８ ４３３ ２４ ２８３ ３,１０３
平成２８年度 ８７１ １９８ ９２０ ３５８ ４３５ ２４ ２８３ ３,０８９
平成２９年度 ８５９ １９５ ９２０ ３５８ ４３６ ２４ ２８３ ３,０７５
平成３０年度 ８４７ １９２ ９２０ ３５８ ４３７ ２３ ２８３ ３,０６１
平成３１年度 ８３５ １８９ ９２０ ３５８ ４３８ ２３ ２８３ ３,０４７
平成３２年度 ８２４ １８６ ９２０ ３５８ ４３８ ２２ ２８３ ３,０３２
平成３３年度 ８１２ １８５ ９２０ ３５８ ４３８ ２２ ２８３ ３,０１９
平成３４年度 ８０３ １８３ ９２０ ３５３ ４３８ ２２ ２８３ ３,００２
平成３５年度 ７９４ １８１ ９２０ ３４１ ４３８ ２１ ２８３ ２,９７９
平成３６年度 ７８５ １７９ ９２０ ３１５ ４３８ ２１ ２８３ ２,９４２
平成３７年度 ７７５ １７８ ９２０ ２９７ ４３８ ２１ ２８３ ２,９１２

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ９７６ １３１ ３７７ ５６５ ６６９ １２８ ５２５ ３,３７１ ３,１４６ -２２５
平成１９年度 ９３４ １３６ ３６８ ５６８ ６２５ １２８ ５３５ ３,２９４ ３,１５４ -１４０
平成２０年度 ９１０ １４２ ３４１ ５７２ ６２８ １２８ ５４４ ３,２６４ ３,１６０ -１０４
平成２１年度 ９１０ １４７ ３５２ ５７５ ６８１ １２８ ５５４ ３,３４６ ３,１６４ -１８３
平成２２年度 ９１０ １５２ ３６７ ５７８ ７２３ １２８ ５６３ ３,４２０ ３,１６６ -２５５
平成２３年度 ９１０ １５７ ３４３ ５８１ ６８９ １２８ ５７３ ３,３８０ ３,１５８ -２２２
平成２４年度 ９１０ １６１ ２９０ ５８４ ６４９ １２８ ５８３ ３,３０５ ３,１４９ -１５７
平成２５年度 ９１０ １６５ ２２６ ５８８ ６５４ １２８ ５９４ ３,２６４ ３,１３４ -１３０
平成２６年度 ９１０ １６８ ２１０ ５９１ ６５４ １２８ ６０４ ３,２６５ ３,１２０ -１４４
平成２７年度 ９１０ １７１ １８０ ５９４ ６５３ １２８ ６１５ ３,２５１ ３,１０３ -１４８
平成２８年度 ９１０ １７４ １５３ ５９８ ６５３ １２８ ６２５ ３,２４０ ３,０８９ -１５１
平成２９年度 ９１０ １７６ １３８ ６０１ ６５２ １２８ ６３６ ３,２４２ ３,０７５ -１６７
平成３０年度 ９１０ １７８ １２８ ６０４ ６５２ １２８ ６４８ ３,２４７ ３,０６１ -１８７
平成３１年度 ９１０ １７９ ９６ ６０８ ６５１ １２８ ６５９ ３,２３０ ３,０４７ -１８４
平成３２年度 ９１０ １７９ ６５ ６１１ ６５１ １２８ ６７１ ３,２１５ ３,０３２ -１８３
平成３３年度 ９１０ １７９ ６６ ６１５ ６５１ １２８ ６８２ ３,２３１ ３,０１９ -２１２
平成３４年度 ９１０ １７９ ６３ ６１８ ６５０ １２８ ６９４ ３,２４２ ３,００２ -２４０
平成３５年度 ９１０ １７９ ４８ ６２２ ６５０ １２８ ７０６ ３,２４３ ２,９７９ -２６４
平成３６年度 ９１０ １７９ ５０ ６２５ ６４９ １２８ ７１９ ３,２６０ ２,９４２ -３１８
平成３７年度 ９１０ １７９ ６７ ６２９ ６４９ １２８ ７３１ ３,２９３ ２,９１２ -３８１
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⑤１市３町単純合計 
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（単位：百万円）

歳入 市税・町税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 市債・町債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９９,８７８ １５,８８１ ３,０２１ １,０９６ ３０,８３３ ２０,６１５ ２３,０１０ １９４,３３４
平成１９年度 ９９,３７１ １５,８７７ ３,０２１ ９,１４１ ３１,４９２ １３,２６４ ２２,４８４ １９４,６５０
平成２０年度 ９８,８８４ １５,８７３ ３,０２１ ９,５０５ ３２,１３０ １３,２５２ ２２,４８４ １９５,１４９
平成２１年度 ９８,３５８ １５,８６５ ３,０２１ ９,８６９ ３２,７４２ １３,２３９ ２１,５２２ １９４,６１６
平成２２年度 ９７,８９９ １５,８６２ ３,０２１ １０,２３５ ２８,５７１ ９,６３９ ２０,１３９ １８５,３６６
平成２３年度 ９７,５７５ １５,８７４ ３,０２１ １０,２３５ ２９,１１７ ９,６３５ １９,７９９ １８５,２５６
平成２４年度 ９７,２１２ １５,８８０ ３,０２１ １０,２３５ ２９,６２５ ９,６２８ １９,５０３ １８５,１０４
平成２５年度 ９６,６１５ １５,８６２ ３,０２１ １０,２３５ ３０,０８８ ９,６１０ １９,５４２ １８４,９７３
平成２６年度 ９６,０３２ １５,８４４ ３,０２１ １０,２３５ ３０,５０３ ９,５９３ １９,５５３ １８４,７８１
平成２７年度 ９５,４３９ １５,８２１ ３,０２１ １０,２３５ ３０,８６７ ９,５７５ １９,５７５ １８４,５３３
平成２８年度 ９４,９７４ １５,８１４ ３,０２１ １０,２３５ ３１,１７５ ９,５６３ １９,６１５ １８４,３９７
平成２９年度 ９４,５５６ １５,８０９ ３,０２１ １０,２３５ ３１,４２６ ９,５５４ １９,６６０ １８４,２６１
平成３０年度 ９４,１６３ １５,８０６ ３,０２１ １０,２３５ ３１,６１６ ９,５４５ １９,６８７ １８４,０７３
平成３１年度 ９３,８２４ １５,８０７ ３,０２１ １０,２３５ ３１,７４４ ９,５３９ １９,５２０ １８３,６９０
平成３２年度 ９３,５４１ １５,８１３ ３,０２１ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３６ １９,４８４ １８３,４３８
平成３３年度 ９３,２５８ １５,８１４ ３,０２１ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３２ １９,４８４ １８３,１５２
平成３４年度 ９２,９８６ １５,８１３ ３,０２１ １０,０４５ ３１,８０８ ９,５２９ １９,４８４ １８２,６８６
平成３５年度 ９２,７３６ １５,８０６ ３,０２１ ９,６５７ ３１,８０８ ９,５２７ １９,４８４ １８２,０３９
平成３６年度 ９２,４５８ １５,８１９ ３,０２１ ８,８７１ ３１,８０８ ９,５２３ １９,４８４ １８０,９８４
平成３７年度 ９２,１５３ １５,８２９ ３,０２１ ８,３６０ ３１,８０８ ９,５１８ １９,４８４ １８０,１７３

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ４１,２２５ ２８,８８２ １９,８２１ ２４,８２３ １１,４０５ ３１,４８３ ３２,１６７ １８９,８０６ １９４,３３４ ４,５２８
平成１９年度 ４１,１７３ ３０,１１９ １９,９５２ ２４,７５２ １１,０１１ ３１,４８３ ３２,１２３ １９０,６１３ １９４,６５０ ４,０３７
平成２０年度 ４１,２１９ ３１,３１６ ２０,０１７ ２４,６８４ １０,８７０ ３１,４８３ ３１,８６５ １９１,４５４ １９５,１４９ ３,６９５
平成２１年度 ４１,５８７ ３２,４６６ ２０,４４６ ２４,６１３ １０,９０４ ３１,４８３ ３１,２９１ １９２,７９０ １９４,６１６ １,８２６
平成２２年度 ４１,７３１ ３３,５５９ ２０,６９５ ２４,５４６ １０,９６２ ２４,２０２ ３０,７１０ １８６,４０５ １８５,３６６ -１,０３９
平成２３年度 ４１,２７４ ３４,５８５ ２１,３４７ ２４,４７６ １０,７８６ ２４,２０２ ３０,７９５ １８７,４６５ １８５,２５６ -２,２０９
平成２４年度 ４１,３４８ ３５,５３８ ２１,５３４ ２４,４０８ １０,３７６ ２４,２０２ ３０,８８０ １８８,２８６ １８５,１０４ -３,１８２
平成２５年度 ４１,２８１ ３６,４０７ ２１,４７５ ２４,３４１ １０,２６０ ２４,２０２ ３０,９６９ １８８,９３５ １８４,９７３ -３,９６２
平成２６年度 ４１,７８５ ３７,１８６ ２０,３０５ ２４,２７５ １０,１１７ ２４,２０２ ３１,０５５ １８８,９２５ １８４,７８１ -４,１４４
平成２７年度 ４１,８８８ ３７,８６８ １８,８００ ２４,２０８ ９,９７８ ２４,２０２ ３１,１４４ １８８,０８８ １８４,５３３ -３,５５５
平成２８年度 ４２,２８５ ３８,４４９ １８,３６６ ２４,１４３ ９,８４２ ２４,２０２ ３１,２３１ １８８,５１８ １８４,３９７ -４,１２１
平成２９年度 ４１,４８８ ３８,９１８ １７,４１５ ２４,０７７ ９,７０６ ２４,２０２ ３１,３２０ １８７,１２６ １８４,２６１ -２,８６５
平成３０年度 ４１,１４９ ３９,２７６ １７,０６５ ２４,０１３ ９,５７６ ２４,２０２ ３１,４０９ １８６,６９０ １８４,０７３ -２,６１７
平成３１年度 ４１,２７１ ３９,５１６ １６,５１８ ２３,９４９ ９,４４７ ２４,２０２ ３１,４９８ １８６,４０１ １８３,６９０ -２,７１１
平成３２年度 ４１,２２２ ３９,６３６ １５,９０７ ２３,８８５ ９,３２１ ２４,２０２ ３１,５９０ １８５,７６３ １８３,４３８ -２,３２５
平成３３年度 ４１,１４９ ３９,６３６ １６,１０２ ２３,８２２ ９,１９８ ２４,２０２ ３１,６７８ １８５,７８７ １８３,１５２ -２,６３５
平成３４年度 ４１,１４９ ３９,６３６ １５,７８１ ２３,７６０ ９,０７６ ２４,２０２ ３１,７７０ １８５,３７４ １８２,６８６ -２,６８８
平成３５年度 ４１,１４９ ３９,６３６ １５,３２４ ２３,６９８ ８,９５８ ２４,２０２ ３１,８６１ １８４,８２８ １８２,０３９ -２,７８９
平成３６年度 ４１,１４９ ３９,６３６ １４,３５７ ２３,６３５ ８,８４２ ２４,２０２ ３１,９５４ １８３,７７５ １８０,９８４ -２,７９１
平成３７年度 ４１,１４９ ３９,６３６ １３,６９７ ２３,５７５ ８,７２８ ２４,２０２ ３２,０４６ １８３,０３３ １８０,１７３ -２,８６０
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（２）合併する場合 

①新市（合併特例債発行なし） 
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（単位：百万円）

歳入 市税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 市債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９９,８７８ １５,８８１ ３,９４７ １,０９６ ３１,０８３ ２０,６１５ ２３,３５９ １９５,８５８
平成１９年度 ９９,３７１ １５,８７７ ３,８１７ ９,１４１ ３１,７４２ １３,２６４ ２３,３５１ １９６,５６２
平成２０年度 ９８,８８４ １５,８７３ ３,７５２ ９,５０６ ３２,３８０ １３,２５２ ２３,３５２ １９６,９９９
平成２１年度 ９８,３５８ １５,８６５ ３,６２２ ９,８７０ ３２,７４２ １３,２３９ ２２,３５３ １９６,０４８
平成２２年度 ９７,９００ １５,８６２ ３,６２２ １０,２３５ ２８,５７１ ９,６３９ ２２,４４４ １８８,２７３
平成２３年度 ９７,７６６ １５,８７４ ３,０２２ １０,２３５ ２９,１１８ ９,６３５ ２２,４４５ １８８,０９４
平成２４年度 ９７,４１１ １５,８８０ ３,０２２ １０,２３５ ２９,６２５ ９,６２８ ２２,４４７ １８８,２４７
平成２５年度 ９６,８２３ １５,８６１ ３,０２２ １０,２３５ ３０,０８８ ９,６１０ ２０,６７７ １８６,３１６
平成２６年度 ９６,２４９ １５,８４３ ３,０２２ １０,２３５ ３０,５０３ ９,５９３ ２０,４８６ １８５,９３０
平成２７年度 ９５,６６６ １５,８２２ ３,０２２ １０,２３５ ３０,８６７ ９,５７５ ２０,４５０ １８５,６３７
平成２８年度 ９５,２０２ １５,８１３ ２,９６３ １０,２３５ ３１,１７５ ９,５６３ ２０,４５２ １８５,４０４
平成２９年度 ９４,７８３ １５,８０９ ２,８４５ １０,２３５ ３１,４２６ ９,５５４ ２０,４５３ １８５,１０５
平成３０年度 ９４,３９１ １５,８０６ ２,６９８ １０,２３５ ３１,６１６ ９,５４５ ２０,４５４ １８４,７４５
平成３１年度 ９４,０５２ １５,８０７ ２,５９２ １０,２３５ ３１,７４４ ９,５３９ ２２,４５５ １８６,４２５
平成３２年度 ９３,７６８ １５,８１３ ２,４８７ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３６ ２０,４５７ １８４,１０３
平成３３年度 ９３,４８５ １５,８１４ ２,４３４ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３２ ２２,４５８ １８５,７６６
平成３４年度 ９３,２１４ １５,８１３ ２,４３４ １０,０４４ ３１,８０８ ９,５２９ ２０,４５９ １８３,３０２
平成３５年度 ９２,９６３ １５,８０７ ２,４３４ ９,６５８ ３１,８０８ ９,５２７ ２２,４６１ １８４,６５８
平成３６年度 ９２,６８４ １５,８１８ ２,４３４ ８,８７２ ３１,８０８ ９,５２３ ２０,４６２ １８１,６０１
平成３７年度 ９２,３８０ １５,８２９ ２,４３４ ８,３６０ ３１,８０８ ９,５１８ ２２,４６３ １８２,７９３

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税、財政支援措置
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成1９年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ４１,３８２ ２８,８８２ １９,８２１ ２４,１６３ ８,６３６ ３１,４８３ ３６,４３８ １９０,８０５ １９５,８５８ ５,０５４
平成１９年度 ４１,１５５ ３０,１１９ １９,９５２ ２３,８７１ ８,４７１ ３１,４８３ ３６,２１７ １９１,２６８ １９６,５６２ ５,２９４
平成２０年度 ４１,０２４ ３１,３１７ ２０,０１８ ２３,５８０ ８,３１０ ３１,４８３ ３６,１１２ １９１,８４４ １９６,９９９ ５,１５５
平成２１年度 ４１,２１６ ３２,４６６ ２０,４４６ ２３,２８９ ８,１５３ ３１,４８３ ３５,４０１ １９２,４５２ １９６,０４８ ３,５９６
平成２２年度 ４１,１８３ ３３,５５９ ２０,６９５ ２２,９９７ ７,９９８ ２４,２０３ ３４,８６８ １８５,５０３ １８８,２７３ ２,７６９
平成２３年度 ４０,４９０ ３４,５８５ ２１,３４６ ２２,７０６ ７,８４７ ２４,２０３ ３４,５４５ １８５,７２２ １８８,０９４ ２,３７３
平成２４年度 ４０,３９６ ３５,５３７ ２１,５３５ ２２,４１５ ７,６９８ ２４,２０３ ３４,２９５ １８６,０７８ １８８,２４７ ２,１６９
平成２５年度 ４０,３２９ ３６,４０７ ２１,４７４ ２２,１２３ ７,５５３ ２４,２０３ ３４,２２７ １８６,３１６ １８６,３１６ ０
平成２６年度 ４０,８３３ ３７,１８６ ２０,３０５ ２１,８３２ ７,４１１ ２４,２０３ ３４,３１４ １８６,０８３ １８５,９３０ -１５３
平成２７年度 ４０,９３６ ３７,８６９ １８,８０１ ２１,５４０ ７,２７１ ２４,２０３ ３４,７１０ １８５,３２９ １８５,６３７ ３０８
平成２８年度 ４１,３３３ ３８,４４８ １８,３６６ ２１,２４９ ７,１３４ ２４,２０３ ３４,５８１ １８５,３１３ １８５,４０４ ９０
平成２９年度 ４０,５３６ ３８,９１８ １７,４１５ ２０,９５８ ７,０００ ２４,２０３ ３５,３２７ １８４,３５７ １８５,１０５ ７４８
平成３０年度 ４０,１９７ ３９,２７５ １７,０６５ ２０,６６６ ６,８６９ ２４,２０３ ３５,５６９ １８３,８４４ １８４,７４５ ９０１
平成３１年度 ４０,３１９ ３９,５１６ １６,５１７ ２０,３７５ ６,７４０ ２４,２０３ ３５,７５６ １８３,４２７ １８６,４２５ ２,９９９
平成３２年度 ４０,２７０ ３９,６３７ １５,９０８ ２０,０８４ ６,６１４ ２４,２０３ ３６,１１８ １８２,８３３ １８４,１０３ １,２７０
平成３３年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １６,１０２ ２０,０８４ ６,４９１ ２４,２０３ ３５,９９６ １８２,７０８ １８５,７６６ ３,０５８
平成３４年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １５,７８１ ２０,０８４ ６,３７０ ２４,２０３ ３６,０３０ １８２,３０１ １８３,３０２ １,００１
平成３５年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １５,３２５ ２０,０８４ ６,２５１ ２４,２０３ ３６,０４１ １８１,７３７ １８４,６５８ ２,９２１
平成３６年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １４,３５７ ２０,０８４ ６,１３５ ２４,２０３ ３６,１０１ １８０,７１３ １８１,６０１ ８８８
平成３７年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １３,６９６ ２０,０８４ ６,０２１ ２４,２０３ ３６,１３０ １７９,９６８ １８２,７９３ ２,８２５
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②新市（合併特例債 50%発行） 
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（単位：百万円）

歳入 市税
地方譲与税・

交付金
地方交付税

(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 市債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９９,８７８ １５,８８１ ３,９４７ １,０９６ ３１,０８３ ２０,６１５ ２３,３５９ １９５,８５８
平成１９年度 ９９,３７１ １５,８７７ ３,８４９ ９,１４１ ３１,７４２ １３,２６４ ２３,３５１ １９６,５９４
平成２０年度 ９８,８８４ １５,８７３ ３,８１６ ９,５０６ ３２,３８０ １３,２５２ ２３,３５２ １９７,０６３
平成２１年度 ９８,３５８ １５,８６５ ３,９１８ ９,８７０ ３２,７４２ １３,２３９ ２２,３５３ １９６,３４４
平成２２年度 ９７,９００ １５,８６２ ４,１４６ １０,２３５ ２８,５７１ １１,９２６ ２２,４４４ １９１,０８４
平成２３年度 ９７,７６６ １５,８７４ ３,７７０ １０,２３５ ２９,１１８ １１,９２２ ２２,４４５ １９１,１３０
平成２４年度 ９７,４１１ １５,８８０ ３,９９０ １０,２３５ ２９,６２５ １１,９１５ ２２,４４７ １９１,５０３
平成２５年度 ９６,８２３ １５,８６１ ４,２０６ １０,２３５ ３０,０８８ １１,８９７ ２２,４４８ １９１,５５９
平成２６年度 ９６,２４９ １５,８４３ ４,４１８ １０,２３５ ３０,５０３ １１,８８０ ２２,４４９ １９１,５７７
平成２７年度 ９５,６６６ １５,８２２ ４,６２７ １０,２３５ ３０,８６７ １１,８６２ ２０,４５０ １８９,５２９
平成２８年度 ９５,２０２ １５,８１３ ４,７７２ １０,２３５ ３１,１７５ ９,５６３ ２２,４５２ １８９,２１３
平成２９年度 ９４,７８３ １５,８０９ ４,６２２ １０,２３５ ３１,４２６ ９,５５４ ２０,４５３ １８６,８８２
平成３０年度 ９４,３９１ １５,８０６ ４,４４３ １０,２３５ ３１,６１６ ９,５４５ ２０,４５４ １８６,４９０
平成３１年度 ９４,０５２ １５,８０７ ４,１０５ １０,２３５ ３１,７４４ ９,５３９ ２２,４５５ １８７,９３８
平成３２年度 ９３,７６８ １５,８１３ ３,７７１ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３６ ２０,４５７ １８５,３８８
平成３３年度 ９３,４８５ １５,８１４ ３,４９４ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３２ ２２,４５８ １８６,８２７
平成３４年度 ９３,２１４ １５,８１３ ３,２７４ １０,０４４ ３１,８０８ ９,５２９ ２２,４５９ １８６,１４２
平成３５年度 ９２,９６３ １５,８０７ ２,８５８ ９,６５８ ３１,８０８ ９,５２７ ２０,４６１ １８３,０８２
平成３６年度 ９２,６８４ １５,８１８ ２,８４６ ８,８７２ ３１,８０８ ９,５２３ ２２,４６２ １８４,０１３
平成３７年度 ９２,３８０ １５,８２９ ２,６３８ ８,３６０ ３１,８０８ ９,５１８ ２０,４６３ １８０,９９７

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税、合併特例債償還金相当額の70%、財政支援措置
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成19年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ４１,３８２ ２８,８８２ １９,８２１ ２４,１６３ ８,６３６ ３１,４８３ ３６,４３８ １９０,８０５ １９５,８５８ ５,０５４
平成１９年度 ４１,１５５ ３０,１１９ １９,９５２ ２３,８７１ ８,４７１ ３１,４８３ ３６,２３３ １９１,２８４ １９６,５９４ ５,３１０
平成２０年度 ４１,０２４ ３１,３１７ ２０,０１８ ２３,５８０ ８,３１０ ３１,４８３ ３６,１４４ １９１,８７６ １９７,０６３ ５,１８７
平成２１年度 ４１,２１６ ３２,４６６ ２０,７３１ ２３,２８９ ８,１５３ ３１,４８３ ３５,４０６ １９２,７４３ １９６,３４４ ３,６０１
平成２２年度 ４１,１８３ ３３,５５９ ２１,４３８ ２２,９９７ ７,９９８ ２４,２０３ ３５,９０３ １８７,２８０ １９１,０８４ ３,８０４
平成２３年度 ４０,４９０ ３４,５８５ ２２,００５ ２２,７０６ ７,８４７ ２４,２０３ ３５,７３３ １８７,５６９ １９１,１３０ ３,５６１
平成２４年度 ４０,３９６ ３５,５３７ ２２,３９４ ２２,４１５ ７,６９８ ２４,２０３ ３５,４９３ １８８,１３６ １９１,５０３ ３,３６７
平成２５年度 ４０,３２９ ３６,４０７ ２２,５２９ ２２,１２３ ７,５５３ ２４,２０３ ３５,３２１ １８８,４６５ １９１,５５９ ３,０９４
平成２６年度 ４０,８３３ ３７,１８６ ２１,６６３ ２１,８３２ ７,４１１ ２４,２０３ ３５,３８２ １８８,５０９ １９１,５７７ ３,０６８
平成２７年度 ４０,９３６ ３７,８６９ ２０,４５６ ２１,５４０ ７,２７１ ２４,２０３ ３５,８２８ １８８,１０３ １８９,５２９ １,４２６
平成２８年度 ４１,３３３ ３８,４４８ ２０,３１３ ２１,２４９ ７,１３４ ２４,２０３ ３４,５１２ １８７,１９１ １８９,２１３ ２,０２１
平成２９年度 ４０,５３６ ３８,９１８ １９,６０６ ２０,９５８ ７,０００ ２４,２０３ ３５,１２０ １８６,３４１ １８６,８８２ ５４１
平成３０年度 ４０,１９７ ３９,２７５ １８,９２１ ２０,６６６ ６,８６９ ２４,２０３ ３５,５１３ １８５,６４５ １８６,４９０ ８４５
平成３１年度 ４０,３１９ ３９,５１６ １８,０４１ ２０,３７５ ６,７４０ ２４,２０３ ３５,７５１ １８４,９４５ １８７,９３８ ２,９９３
平成３２年度 ４０,２７０ ３９,６３７ １７,３９５ ２０,０８４ ６,６１４ ２４,２０３ ３６,０１６ １８４,２１９ １８５,３８８ １,１６９
平成３３年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １６,９８０ ２０,０８４ ６,４９１ ２４,２０３ ３６,０８７ １８３,６７８ １８６,８２７ ３,１４９
平成３４年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １６,３４４ ２０,０８４ ６,３７０ ２４,２０３ ３６,１６９ １８３,００３ １８６,１４２ ３,１４０
平成３５年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １５,２９３ ２０,０８４ ６,２５１ ２４,２０３ ３６,２６９ １８１,９３４ １８３,０８２ １,１４９
平成３６年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １４,３０８ ２０,０８４ ６,１３５ ２４,２０３ ３６,３３１ １８０,８９５ １８４,０１３ ３,１１９
平成３７年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １３,３５０ ２０,０８４ ６,０２１ ２４,２０３ ３６,４０５ １７９,８９７ １８０,９９７ １,１００
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(1)
地方交付税

(2)
国・県支出金 市債 その他 歳入合計

平成１８年度 ９９,８７８ １５,８８１ ３,９４７ １,０９６ ３１,０８３ ２１,６００ ２３,３５９ １９６,８４４
平成１９年度 ９９,３７１ １５,８７７ ３,８８１ ９,１４１ ３１,７４２ １４,２４９ ２３,３５１ １９７,６１１
平成２０年度 ９８,８８４ １５,８７３ ３,８８０ ９,５０６ ３２,３８０ １４,２３８ ２３,３５２ １９８,１１２
平成２１年度 ９８,３５８ １５,８６５ ４,２１４ ９,８７０ ３２,７４２ １４,２２４ ２２,３５３ １９７,６２６
平成２２年度 ９７,９００ １５,８６２ ４,６７０ １０,２３５ ２８,５７１ １４,２１３ ２２,４４４ １９３,８９５
平成２３年度 ９７,７６６ １５,８７４ ４,５１８ １０,２３５ ２９,１１８ １４,２０９ ２２,４４５ １９４,１６５
平成２４年度 ９７,４１１ １５,８８０ ４,９５９ １０,２３５ ２９,６２５ １４,２０２ ２２,４４７ １９４,７５８
平成２５年度 ９６,８２３ １５,８６１ ５,３９１ １０,２３５ ３０,０８８ １４,１８４ ２２,４４８ １９５,０３０
平成２６年度 ９６,２４９ １５,８４３ ５,８１５ １０,２３５ ３０,５０３ １４,１６７ ２２,４４９ １９５,２６１
平成２７年度 ９５,６６６ １５,８２２ ６,２３１ １０,２３５ ３０,８６７ １４,１４９ ２２,４５０ １９５,４２１
平成２８年度 ９５,２０２ １５,８１３ ６,５８１ １０,２３５ ３１,１７５ ９,５６３ ２２,４５２ １９１,０２２
平成２９年度 ９４,７８３ １５,８０９ ６,３９９ １０,２３５ ３１,４２６ ９,５５４ ２２,４５３ １９０,６５９
平成３０年度 ９４,３９１ １５,８０６ ６,１８８ １０,２３５ ３１,６１６ ９,５４５ ２２,４５４ １９０,２３５
平成３１年度 ９４,０５２ １５,８０７ ５,６１８ １０,２３５ ３１,７４４ ９,５３９ ２２,４５５ １８９,４５１
平成３２年度 ９３,７６８ １５,８１３ ５,０５６ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３６ ２２,４５７ １８８,６７３
平成３３年度 ９３,４８５ １５,８１４ ４,５５５ １０,２３５ ３１,８０８ ９,５３２ ２２,４５８ １８７,８８７
平成３４年度 ９３,２１４ １５,８１３ ４,１１５ １０,０４４ ３１,８０８ ９,５２９ ２０,４５９ １８４,９８３
平成３５年度 ９２,９６３ １５,８０７ ３,２８２ ９,６５８ ３１,８０８ ９,５２７ ２２,４６１ １８５,５０６
平成３６年度 ９２,６８４ １５,８１８ ３,２５８ ８,８７２ ３１,８０８ ９,５２３ ２２,４６２ １８４,４２６
平成３７年度 ９２,３８０ １５,８２９ ２,８４２ ８,３６０ ３１,８０８ ９,５１８ ２０,４６３ １８１,２０１

地方交付税(1)…従来の普通交付税と特別交付税、合併特例債償還金相当額の70%、財政支援措置
地方交付税(2)…臨時財政対策債償還金相当額と臨時財政対策債代替措置分（平成19年度以降）

歳出 人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 投資的経費 その他 歳出合計 歳入合計 形式収支

平成１８年度 ４１,３８２ ２８,８８２ １９,８２１ ２４,１６３ ８,６３６ ３１,４８３ ３６,９３１ １９１,２９７ １９６,８４４ ５,５４６
平成１９年度 ４１,１５５ ３０,１１９ １９,９７２ ２３,８７１ ８,４７１ ３１,４８３ ３６,７３２ １９１,８０３ １９７,６１１ ５,８０９
平成２０年度 ４１,０２４ ３１,３１７ ２０,０５７ ２３,５８０ ８,３１０ ３１,４８３ ３６,６４９ １９２,４２０ １９８,１１２ ５,６９２
平成２１年度 ４１,２１６ ３２,４６６ ２１,０７６ ２３,２８９ ８,１５３ ３１,４８３ ３５,８７４ １９３,５５６ １９７,６２６ ４,０６９
平成２２年度 ４１,１８３ ３３,５５９ ２２,０１８ ２２,９９７ ７,９９８ ２４,２０３ ３７,０１８ １８８,９７６ １９３,８９５ ４,９１９
平成２３年度 ４０,４９０ ３４,５８５ ２２,８４１ ２２,７０６ ７,８４７ ２４,２０３ ３６,８３３ １８９,５０４ １９４,１６５ ４,６６１
平成２４年度 ４０,３９６ ３５,５３７ ２３,４８０ ２２,４１５ ７,６９８ ２４,２０３ ３６,５７８ １９０,３０６ １９４,７５８ ４,４５２
平成２５年度 ４０,３２９ ３６,４０７ ２３,８５９ ２２,１２３ ７,５５３ ２４,２０３ ３６,３９２ １９０,８６５ １９５,０３０ ４,１６５
平成２６年度 ４０,８３３ ３７,１８６ ２３,２９５ ２１,８３２ ７,４１１ ２４,２０３ ３６,４０８ １９１,１６７ １９５,２６１ ４,０９３
平成２７年度 ４０,９３６ ３７,８６９ ２２,３８６ ２１,５４０ ７,２７１ ２４,２０３ ３６,８０９ １９１,０１４ １９５,４２１ ４,４０７
平成２８年度 ４１,３３３ ３８,４４８ ２２,５３４ ２１,２４９ ７,１３４ ２４,２０３ ３４,４９０ １８９,３９１ １９１,０２２ １,６３０
平成２９年度 ４０,５３６ ３８,９１８ ２１,７８２ ２０,９５８ ７,０００ ２４,２０３ ３４,９２０ １８８,３１７ １９０,６５９ ２,３４２
平成３０年度 ４０,１９７ ３９,２７５ ２１,０５１ ２０,６６６ ６,８６９ ２４,２０３ ３５,３２１ １８７,５８２ １９０,２３５ ２,６５３
平成３１年度 ４０,３１９ ３９,５１６ １９,８４０ ２０,３７５ ６,７４０ ２４,２０３ ３５,６０８ １８６,６００ １８９,４５１ ２,８５１
平成３２年度 ４０,２７０ ３９,６３７ １８,８６８ ２０,０８４ ６,６１４ ２４,２０３ ３５,９２３ １８５,５９８ １８８,６７３ ３,０７５
平成３３年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １８,１３２ ２０,０８４ ６,４９１ ２４,２０３ ３６,０４１ １８４,７８４ １８７,８８７ ３,１０３
平成３４年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １７,１８２ ２０,０８４ ６,３７０ ２４,２０３ ３６,１７０ １８３,８４２ １８４,９８３ １,１４１
平成３５年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １５,５３６ ２０,０８４ ６,２５１ ２４,２０３ ３６,３６０ １８２,２６７ １８５,５０６ ３,２３９
平成３６年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １４,５３４ ２０,０８４ ６,１３５ ２４,２０３ ３６,４２４ １８１,２１４ １８４,４２６ ３,２１２
平成３７年度 ４０,１９７ ３９,６３７ １３,２７９ ２０,０８４ ６,０２１ ２４,２０３ ３６,５４３ １７９,９６３ １８１,２０１ １,２３８




